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第 1 章．耐震改修促進計 趣旨 

 

1. 計 策定 目的 

 18 1 月 建築物 耐震改修 促進 関す 法 以下 耐震改修促進法 いう

改正を け 地震 建築物倒壊 被害 民 生命 身体及び財産を保護す ため

既存建築物 耐震診断や改修を総合的 計 的 促進す こ を目的 し 19 7

月 水巻 耐震改修促進計 を策定した  

 そ 東日本大震災 発生や 31 1 月 耐震改修促進法 改正 建築物 耐震

化を 巻く社会動向を踏まえ さ 建築物 耐震化を促進す ため本計 を改定す  

 

2. 耐震化を 巻く社会動向 

 1 建築物 耐震 関す 施策 変遷 

  建築基準法制定以降 国 け 主 地震 建築物 耐震 関す 施策 変遷を時系

列 整理す 以下  

 昭和 43 十勝沖地震及び昭和 53 宮城県沖地震 発生を契機 し 昭和 56 6 月

新耐震基準 施行 同様 7 発生した阪神・淡路大震災を契機 し 同 12 月 耐

震改修促進法 施行さ い  

 また 福岡県西方沖地震 大地震 頻発等を背景 し 18 1 月 耐震改修促進

法 改正さ 計 的 耐震化 推進 向け 国 基本方針を 都道府県 耐震改修促進計

を策定す こ 国 基本方針 い 地震 被害 軽減を目指すため 具体

的 耐震化 目標 定め た  

 さ 23 発生した東日本大震災を契機 し 25 11 月及び 31 1 月

耐震改修促進法 改正さ 現在 至 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 地震 法制度 変遷 

S39 新潟地震 S25 建築基準法制定 

S43 十勝沖地震 

S53 宮城沖地震 

H7.1 阪神・淡路大震
H7.12 耐震改修促進法施行 

S56.6 新耐震基準施行  

H16.10 新潟県中越地震 Ｈ18.1.26 耐震改修促進法改正 

  都道府県計 策定 義務付け  

  市 村計 策定 努力義務  

H17.3.20 福岡県西方沖地震 

 
 

 

S46 RC 造の基準見直し・強化 

H19.3 福岡県耐震改修促進計 策定 

H19.7 水巻 耐震改修促進計 策定 H23.3.11 東日本大震災 

H25.11.25 改正耐震改修促進法の施行 

 

H26.11.22 長野県 部地震 

H28.4.14・16 熊本地震 H31.1 ブロック塀等の耐震診断義務付け対象  

要安全確認計画記載建築物への追加  



 

 

2

2 耐震改修促進法改正 概要 

 南海トラフ 巨大地震 最大クラス 規模 発生した場合 被害想定 東日本大震災を

超え 甚大 被害 想定さ また そ 発生 切迫性 指摘さ い 耐震化

改修促進法 改正さ 成 25 11 月 施行さ い  

 改正 概要 下記 示さ あ 建築物 耐震化 促進 ため 規制強化 建築

物 耐震化 円滑 促進 ため 措置 ポイント し あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震改修促進法 制定 成 7 10 月  

▼ 

新潟県中越地震や福岡県西方沖地震 大地震の頻発 

こ 地震 発生し も しく い状況 

東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震等の発生の切迫性 

いつ地震 発生し も しく い状況 

中央防災会議 地震防災戦略  

東海・東南海・南海地震の 

死者数を 10 後 半減 

地震防災推進会議の提言 

住宅及び特定建築物の耐震化率の目標 

約 75％→9 割 

耐震改修促進法の改正 成 18 1 月  

計画的 耐震化の推進  建築物 対する指導等の強化  支援措置の拡充  

南海トラフの巨大地震や首都直下地震 最大規模 発生した場合、東日本大震災を超え

る甚大 人的・物的被害の発生 確実視 

※南海トラフ被害想定 H24.8 内閣府  

部的被害約 94～240 万棟、死者約 3～32 万人 

▼ ▼ 

▼ ▼ 

▼ 

社会資本整備審議会 第一答申 ～住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方～ 

 ○支援策の充実   ○耐震診断の徹底 等 

▼ 

▼ 

耐震改修促進法の改正 成 25 11  

 改正のポイント 

耐震化促進のための規制強化  

 ○耐震診断の義務化・診断結果の公表 

 ・要緊急安全確認大規模建築物 大規模特定建築物  

 ・要安全確認計画記載建築物 通行障害建築物、防災拠点建築物  

○ ての建築物の耐震化促進 

・耐震診断、必要 応 た耐震改修の努力義務 

建築物耐震化の円滑 促進のための措置  

○耐震改修計画の認定基準の緩和、容積率・建 い率の特例 

○区分所 建築物の耐震改修の必要性 る認定 

○耐震性 る表示制度の創設 

耐震改修促進法の改正 成 31 1  

 改正のポイント 

ブロック塀等の耐震診断義務付け対象化  

 要安全確認計画建築物 の追加  

○通行障害建築物 建物 付属 る一定の高さ・長さを るブロック塀等 追加 

▼ 
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3. 計 位置 け 

1 位置 け 役割 

 計 耐震改修促進法 定 基 方針 建築物 耐震診断及び耐震改修 促進を図

基 的 方針 法第 4 条 を踏 え作成 建築物 耐震診断及び耐震改修

促進を図 耐震 目標や施策 建築物 地震 対 安全性 向 関 啓発及び

知識 普及 項を定 水巻 内 耐震診断 改修 促進 関 施策 方向性を示 計

位置付け  

 計 推進 あ 水巻 総 計 や 水巻 地域防災計 定 い

防災関連施策 整 を図  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 計 期間 

計 期間 和 7 社会経済情勢等 変 を考慮 必要 応 見直

を行う  

 

3 計 構成 

 

計 構成 

 

 

 

 

 

 

計 位置 け 役割 

地方自治法 

水巻  

総 計  

災害対策基 法 

福岡県 

総 計  

住生活基 法 

住生活基 計  

全国計  

建築物 耐震改修  

促進 関 法律 

 

国 基 方針 

建築物 耐震診断及び耐

震改修 促進を図

基 的 方針  

 

防災基 計 
中央防災会議  

 
福岡県 

地域防災計  

水巻  

地域防災計  

福岡県耐震改修促進計  

 建築物 耐震 目標 

耐震 促進施策 

啓発,知識 普及 関 施策 

法 基 く指 や命 等 

福岡県 

住生活基 計  

水巻 耐震改修促進計  

 建築物 耐震 目標 

耐震 促進施策 

啓発,知識 普及 関 施策 

建築物 耐震診断 耐震改修 促進 

 

 

水巻 耐震改修 

促進計  

1. 耐震改修促進計 趣旨 

2. 水巻 け 耐震 課題 

3. 耐震改修促進計  

国土強靭 基 法 

国土強靭  

基 計  

福岡県 

地域強靭 計  
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第 2 章 水巻 け 耐震 課題 

 

1. 水巻 概要 位置 交通  

 

 福岡県 部 位置 東 九 西 遠賀 芦屋 中間 隣接

流 遠賀 沿い 東岸 あ 細長い あ 地勢 東部 九 隣接 丘

陵性山地 中央部 丘陵地を除け 遠賀 氾濫 沖積土 野部 中央を

曲 流 い  

主要交通網 JR 鹿児島 線 国 3 号線 中心部を東西 貫通 中間地

点 JR 水巻駅 あ 東部 JR 筑豊 線東水巻駅 あ 路網 県

芦屋 水巻 中間線 直方 水巻線 走 中間 芦屋 連絡 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 水巻町位置図 
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2. 想定さ 地震規模 被害 想定 

                     

1 水巻 け 既往地震 

 水巻 い 1926 ～1995 70 間 感地震 観測さ 1996 ～2004

震 2 5 回 震 3 1 回観測さ い 大 い揺 観測さ い い

対 福岡県西方沖地震 あ 2005 ～2006 26 回 感地震 観測さ い

水巻 い 震 5 弱 揺 を観測 人的被害 く 漏水 9 箇所 赤水 1 箇

所 学校 1 箇所 窓ガラス破損被害 報告さ い  

2 水巻 け 想定地震 

 福岡県防災アセス ン 調査 い 水巻 被害 大 い 想定さ ス 2

ス あ  

 

   表 2-2-1 水巻 大 被害 想定さ 地震  福岡県防災アセス ン 調査  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福岡県防災アセス ン 調査 表 う M6.5 を想定 い 2005.3.20 福岡県西

方沖地震 M7.0 い 計 頓田断層を含 福智山断層を震源

既往最大規模 M7.0 を地震規模 被害想定を行うこ  

被害想定 い 中央防災会議 地震被害想定支援マニュアル 成 13 2001 10

10 日更新 実施  

 

 

 

 

 福岡県防災アセス ン 調査 

ス 1 ス 2 

想定断層 福智山断層系 基盤一定 参考 ス  

想定震源 
断層 西部 10km 区間 

深さ 5～10km 

各 ッシュ 基盤 

深さ 10km 

地震 規模 M6.5 M6.5 

地震分類 基盤岩類 表層地質 層厚 N 値 ル  

ッシュ 500ｍ ッシュ 

解析方法 基盤時振動 表層増幅特性 地表時振動 算出 

被害想定 福岡県 方法 実施 

備考 
震源 位置 水巻 近い

西部 想定さ い  

村内 地震動 分 状況

を把握 こ を目的  
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  表 2-2-2 計 け 想定地震 

諸元 設定値 

想定断層 福智山断層 

活断層 長さ km  28 頓田断層 連続 仮定  

マ ニチュ   7 3/20 同規模＝既往最大  

震源断層 位置 断層 部 

震源断層 長さ km  25 

震源断層 幅 Ｗ km  10 

震源断層 深さ d km  

端 5 

端 15 

端 標 

130ま44 24  

33ま55 23  

端 標 

130ま48 59  

33ま40 43  

 

 

 

 表 2-2-3 福岡県防災アセス ン 計 被害想定手法 相 点 

相 点 福岡県防災アセス ン 調査 計  

地盤分類 
基盤岩類 表層地質 層厚 N

値 ル  
主 地形分類図 実施 

ッシュ 500ｍ ッシュ 100ｍ ッシュ 

解析方法 被害想定 福岡県 方法 実施 中央防災審議会 手法 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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3 地震被害想定結果 

   地区分け 

示 水巻 行政区 」「区分 を 位 被害想定を行  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区コード 地区名 小学校区名  行政区 

1 猪熊 猪熊 

  高松 

  樋  

  台 

  猪熊 住 

2 えぶ  えぶ  

  賀 

  新生街 

  賀団地 

  梅ノ木団地東 

  梅ノ木団地西 

  緑ヶ丘 

3 頃  頃  

  頃  

  高尾 

  中央区 

  鯉 団地 

  鯉 分譲 

  美 野 

4 伊左  立屋敷 

  ほ 

  伊左  

  住 

   

  サニ ニュ タウン 

   

  野 

5 田 田一 

  田  

  田  

  
田団地 

宮尾台 

 

表 2-2-4 地震被害想定の地区分け 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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図 2-2-1 地震被害想定 地区分け 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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  地形分類 設定 

震源 同 距離 地形 地震 揺 大 さ 異 地形を調べ こ

必要 ここ 地形分類図を用い 被害想定用 記 う 再分類  

 

 

水巻町の地形分類 5章参照  

被害想定における分類 

地形分類 記号 定義 

山地斜面 Vr 
極急斜面 緩傾斜面 あ 谷型 尾根型 直
線型 分け  

1.山地 

台
地

・
段
丘 

位面 Th 
台地・段丘面 うち比較的高位 あ 形成時期が古いも

標高 40m 前後  

2.台地 位面 Tl 
台地・段丘面で 位 あ 形成時期が比較的新 いも

標高 10m 前後  

急斜面・崖 Ts 
台地・段丘面 周縁 発達 急斜面、崖で、斜面傾斜

概 30°以  

山麓堆積地形 Pd 
麓屑面、崖錐、土石流堆積物 斜面 方 生 た堆
積地形面 

3.扇状地 

低
地
の
微
高
地 

扇状地 Fa 山麓部 あっ 主 し 砂礫か 扇状の堆積地形 

自然堤防 
砂 ・砂堆 

Nl 河 、海岸、湖岸付近の礫・砂・シルト 微高地 4.自然堤防 

砂丘 Sd 
風 っ 運ば た砂か 小高い丘 

、海岸沿い 分布す  
5.砂  

低
地
の
一
般
面 

谷底 野 
氾濫 野 

Al 
山地 丘陵地 台地 段丘を刻む河 の沖積作用 形成
さ た広く開けた 坦地 

6.谷底 野 

後背 地 Bs 
河 の沖積作用が比較的及ば い沼沢起源の低 地 砂
丘堤の背後付近 分布 

7.三角  

旧河道 Or 過去の河 流路の跡 一般面よ やや低い帯状の凹地 

頻水地形 Wl 
地 潮 野 浜 河 の増水時や潮の

水面下 土地 
5.砂 ・旧河道 

人
工
地
形 

盛土地 Bk 
一般面上に概 比高 3m 以上 盛土 造成された土地。
盛土斜面を含  

8.埋立地 

埋立地 Um 海岸を一般面 同じ高さま 埋 立 た土地 

切土地 （s 
概 深さ 3m 以上 切土 造成された土地 平坦化地 。
切土斜面を含  

2.台地 

水
域 

溜池 Pw 
谷沿い 構築さ た貯水施設。盛土 堤体
締 切 い  

6.谷底平野 

河川 Rw 
地形図や空中写真 確認さ 河川堤防内の河川敷。比
較的大き ののみ図示 

異
常
地
形 

地 Ho 
地 一般面 周辺 地盤や河床 相対的 い土

地 
 

崩壊地 （o 地形 空中写真 読さ   

崖 露岩地 （l 地形 空中写真 読さ   

 

 

 

 

 

表 2-2-5 水巻町の地形区分 地形区分図凡例 と被害想定における分類 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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 2-2-2 地区区 地形 類区  

 

32 地区を地形 類毎 細 割 た た 山地や砂州 谷底 細

面積 大 い あ 地震動 想定 い 震源 距 や標高を求 一

範 差 大 た さ 100ｍ ッ ュ 格子 細 た こ 細 化

全体 約 2,500 単元 た  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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 震源 設定 

震源 前章 設定 た 福智山断層 線震源 を想定断層 震源 深さ

端 を福岡県防災アセス ン 調査 様 5km 設定 た 震源断層 置を 示

た  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2-2-3 地震断層 福智山断層 ２=】.0  

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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  被害想定結果 

 2-2-4 想定地震 震度 布   2-2-5 想定地震 液状化危険性を示

目 い 被害想定を行 た そ 結果を 表 2-2-】 2-2-【 示 た  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害項目 集 計 

地震 揺 大 さ 
地表最大 度 均 85.4kine 

地表最大加 度 均 1,233.1gal 

 最大震度 最大  ７ 

液状化被害 液状化危険度 最高  Ａ 

建物被害 

全損棟数 3,385 棟 

全壊棟数 955 棟 

全損率 均 20% 

全壊率 均 5% 

火災被害 

火点数 1 件 

延焼規模 1,293 ㎡ 

消火 能性 評価  

消失棟数 14 棟 

人的被害 

木造建物死者数 33  

非木造建物死者数 0  

火災死者数 0  

傷者数 3,423  

傷者数 34  

篤者数  3  

避 者数 2,797  

復興対策被害 
建物被害  106,326 百万  

建物  368 千 ン 

交通被害 道路被害箇所数 2.03 km 

 
橋梁被害箇所数 2 箇所 

鉄道被害延長 2.56 km 

水道被害 
水道被害箇所数 664 箇所 

供給支 人  29,258  

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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 2-2-4 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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 2-2-5 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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行政区 猪熊 高松 樋
猪熊町
住

えぶ 賀 新生街
賀団

地
梅ノ木
団地東

梅ノ木
団地西

緑ヶ丘 頃 頃 南 高尾 中央区
鯉 団
地

鯉 分
譲

美 立屋敷 ほ 伊左 二町住 二
サニ
ニュー
タウン

二 田一 田二 田
田団

地
宮尾

i
ga

強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強 強
～

木造 昭和 以前 棟
木造 昭和 ～ 以前 棟
木造 昭和 以降 棟
非木造 昭和 以前 棟
非木造 昭和 以降 棟

計 棟
木造 昭和 以前 棟
木造 昭和 ～ 以前 棟
木造 昭和 以降 棟
非木造 昭和 以前 棟
非木造 昭和 以降 棟

計 棟
木造 昭和 以前 棟
木造 昭和 ～ 以前 棟
木造 昭和 以降 棟
非木造 昭和 以前 棟
非木造 昭和 以降 棟

計 棟
木造 昭和 以前 ％
木造 昭和 ～ 以前 ％
木造 昭和 以降 ％
非木造 昭和 以前 ％
非木造 昭和 以降 ％

集計_木造全損率 ％
集計_非木造全損率 ％
集計_全体 ％

木造 昭和 以前 ％
木造 昭和 ～ 以前 ％
木造 昭和 以降 ％
非木造 昭和 以前 ％
非木造 昭和 以降 ％

集計_木造全壊率 ％
集計_非木造全壊率 ％
集計_全体 ％
時刻 い出火率 ％
季節係数 冬を想定
時刻係数 時を想定
木造建物 出火件数 計算値 件
非木造建物 出火件数 計算値 件
出火件数 計 四捨五入 件
耐火造率 ％
火災周長
延焼面積

木造建物 棟
非木造建物 棟
計 棟
人 成 月現在 人

昼夜人 比率 昼間：夜間= ：
※

昼間人 人
夜間人 人
木造建物 日 時を想定 人
非木造建物 日 時を想定 人
木造建物死者数 人
非木造建物死者数 人
火災死者数 人
死者数 計 人
負傷者率 ％
負傷者数 人

傷者率 ％
傷者数 人

人
避難比率 ％
避難者数 人
全損数 棟
消失数 棟
全損数 棟
消失数 棟

棟
百万
千 ン
千 ン
千 ン
数
数
数
数

JR鹿児島 線
JR筑豊 線

数
％
人

※ ：危険 ：危険 ：危険 ：危険 し ：液状 起こ い
※ 風 s 出火 経過時間を 分として想定 消防部隊 出火点 到着 時間
※ 成 国勢調査結果

地震 揺
大 さ

地表最大 地区 均
地表最大加 地区 均
最大震 地区最大

消失棟数

消火 能性 評価

建物被害

全損棟数

全壊棟数

全損率

全壊率

火災被害※

想定 冬季 時

建物
木造建物廃棄物
非木造建物廃棄物
計

建物被害額

木造建物

非木造建物

計

活断層 福智山断層系

断層 諸元

マグニチュー
震源断層 位置
震源断層 長さ

断層 部

活断層 長さ

人的被害

人 統計

家屋 滞留人

死者数

負傷者数

傷者数

避難者数

篤者数

計

均

不通区間延長

被害箇所
被害箇所／
昭和 以前架設 不明
昭和 以降架設

建物被害額

建物棟数

地区

 液状 危険 地区最高 ※

被害箇所
供給支障率 行政区 均
供給支障人

水道被害

道路被害

橋梁被害

鉄道被害

出火点数

延焼規模

表 2-2-7 地震被害想定表 

1
5
 

水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  
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水巻 地域防災計 防災アセス ン 調査 抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2-2-【 

1
6
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3. 耐震化 現状 

 1 宅 耐震化 状況 

   水巻 宅 木造戸建 宅及び共 宅 関 耐震化率 昭和 57 降 建

物 割合 あ 共 宅 比 木造 宅 耐震化 遅 い こ

わ た 共 宅 うち 営 宅 い 昭和 56 前 宅 建替え計

あ 宅 除 い 耐震性 あ こ 耐震診断 わ い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-1 水巻 け 宅 構造 築 区  

水巻 税務課資産税 帳 タ及び水巻 産 帳 集計 不明建物を除  

区

昭和 5】  

降 宅 

棟  

昭和 5【  

前 宅 

棟  

宅数 

棟  
耐震化率 

木造

戸建 宅 
4,430 3,重30 8,3【0 53.0財 

】11 42【 1,13】 

うち 営 宅 】 うち 営 宅 1【4  うち 営 宅 1】1  

宅計 5,141 4,35【 重,4重】 54.1財 

共 宅等 【2.5財 
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水巻 税務課資産税 帳 タ及び水巻 産 帳 集計 

2 特定建築物 耐震化 状況 

  水巻 不特定多数 者 利用 特定建築物 ※1 耐震化 現状

あ  

  公共建築物 昭和 56 前 旧耐震基準 建設さ た 多 逆 民間建築物

昭和 57 降 新耐震基準 建設さ た 多いこ わ  

 公共建築物 昭和 56 前 耐震性 確保 た建築物 昭和 57 降 建築物 た  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 特定建築物  

 不特定多数 者 利用 建築用途 そ 用途 類 応 一定 規模 面積 階数 を

法 定 た あ 特定建築物 所 者 所 建築物 耐震性 疑わ い い

積極的 耐震診断を行い 耐震性能 不足 定さ た場合 耐震改修を実施 力義務を

い こ う 特定建築物 要件 う あ  

 

 

 

 

表 2-3-2 水巻 け 特定建築物 築 区  

区
昭和5】
降 建築物

棟

昭和5【
前 建築物

棟

建築物数
棟

耐震化率

民間
特定建築物

2【 1 2】 重【.3財

公共
特定建築物

2重 0 2重 100.0財

建築物計 55 1 5【 重8.2財

用途 規模 要件  

 ○ 中学校施設  階 1,000 ㎡   ○高等学校施設  階 1,000 ㎡  

 ○幼稚園保育園  階 500 ㎡    ○一般 使用さ 体育館  1,000 ㎡  

 ○そ 店舗等  階 1,000 ㎡  
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4. 耐震改修促進 向けた課題 

 

1 水巻 の耐震化の取り組み 

   耐震化の推進 

◇ 成 18 度 学校施設の耐震化優先度調査を実施 

◇ 成 19 度 旧耐震基準の全施設の耐震診断を実施 

◇ 成 19 度 7 水巻 耐震改修促進計 策定 

水巻 公共建築物の耐震事業 着手 

計 基 き計 的 耐震対策を実施 

     ◇ 成 26 度 非構造部材耐震化事業 着手 

 建築物所 者の意識啓発 

◇水巻 ＨＰや広報 の活用 

◇住宅 ォ 相談窓 の設置 

◇ ッ や各種セ の 益 防災情報提供 

    相談体制等の充実 

    ◇耐震診断ア バイザ－制度の紹介 

    ◇住宅 ォ 相談時の昭和 56 前の建築物の耐震化への誘導 

    建築物所 者の負担軽減 

    ◇ 成 26 度より戸建 住宅の所 者への耐震補強工事の補助を開始 

    ◇ 成 29 度より住宅新築のための 家解体支援の補助を開始 

    ◇ 成 30 度より危険 ック塀 の撤去費用の補助を開始 

    ◇ 和 2 度より老朽危険家屋 の解体費用の補助を開始 

◇水巻 ＨＰや広報 補助制度の情報発信 

    耐震改修促進法の適 運用 

    ◇水巻 耐震改修促進計 の策定 H19.7  

    ◇計 基 く耐震対策の実施 

    ◇計 の進行確 見直し 

    建築物全般の安全対策 

    ◇建築物耐震改修セ への参加、情報収集 

    ◇ ック塀倒壊防 等建築全般の安全性の向 のための ッ の配布 

    ◇窓ガ ス等の破損 落 防 対策 天井等の非構造部材の落 防 対策の指導 
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2 水巻 耐震化 課  

   特定建築物 耐震化 

○公共 特定建築物 避 所を含 耐震化 完了 た 民間 特定建築物 耐震化

完了 い い建築物 あ た 耐震化を促  

○特定天井 落 防 対策 完了 た 照明器具等 落 防 対策をＬ 改修工

事 合せ 行う  

    意識啓発 知識 普及 

    ○耐震化 地震発生 スクを回避 こ 建築物所 者自 問 あ こ

意識啓発を 必要 あ た 防災意識 高揚 向けた適 情報提供を行う

必要 あ  

    ○建築物所 者自 耐震化 向けた行動を起こ 第一歩 気軽 相談

い情報を得 こ 要 あ こ 相談体制 充実を 益 情

報を提供 組 を構築 こ 必要 あ  

    耐震化 向けた環境整備 

    ○水巻 木造戸建 宅耐震改修補 制度を活用 た木造戸建 宅 耐震化を促進

た 情報提供 環境整備を 必要 あ  

    建築物全般 安全対策 

    ○福岡県西方沖地震 い ック塀倒壊や タ 閉 込 窓ガ ス破

損 落 被害 発生 い た 構造体 耐震化 併せ 天井落 対策

非構造部材を含 建築物全般 安全対策 必要 あ  

    ○家具等 転倒防 や天井材落 防 屋 空間 け 安全性確保 対 知識

普及 必要 あ  

    相談体制等 整備 

○福岡県や 福岡県建築 宅センタ 連携を や 相談 対応

体制を整備  
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第 3 章 耐震改修促進計  

 

 1. 耐震化 目標 

  1-1. 目標設定 考え方 

   1 水巻 目標設定 基本的 考え方 

      国 国土強靭化アク ョン ン 2015 耐震化率 目標を 宅 特定建築物

共 95％ Ｒ2 示 い  

      本 い 耐震化 現状や自然更新 ス 施策 効果及び国 県

目標を考慮 耐震化率 目標を 宅 特定建築物 区 設定  

   2 目標設定 手  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

水巻 目標設定 手  

成 29 資産税 帳調査 

国 基本方針 

 

成 29  

宅数 耐震化率 推計 

宅 耐震化目標 設定 

宅 目標設定 手  

 

 
← 滅失 新築 耐震改修  

自然更新 宅数 推計 

目標 次 和 7  

耐震化率 推計 

 

 

滅失 新築 耐震改修  

自然更新 宅数 推計 

施策 効果 ← 

特定建築物 目標設定 手  

成 29 資産税 帳調査 

 

成 29  

特定建築物数 耐震化率 推計 

 

 
← 

目標 次 和 7  

耐震化率 推計 

 

 
国 基本方針 ← 施策 効果 

特定建築物 耐震化目標 設定 

耐
震
化
率 

100

0％ 

現在 次 和 7

目標 

耐震 率 

自然更新 

耐震 率 

施策  

効果 
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1-2. 耐震 目標 設定 

    ◆ 目標設定 

    水巻 特定建築物 い 民間 特定建築物 新耐震基準 建設 建物 多 

 く 現状 96％近い耐震 率 あ 公共 特定建築物 成 19

耐震事業 組 結果 学校施設 耐震 率 100％ 後 木造戸建

住宅 耐震 推進 和 7 民間建築物 合わ 耐震 率 95％

目標 和 12 耐震性 不十 特定建築物及び住

宅 解消 目指  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全戸数
棟数

昭和』】
降建築
棟

昭和』【
前建築
棟

現状
耐震 率

耐震 率
目標

住 宅 9,『9】 』,》『》 『,」』【 』『.》財 %

特定建築物 』【 』』 》 98.「財 %

●目標 成 特定建築物 耐震改修 1 棟 住宅 耐震改修 2,343 棟実施

必要 あ  

 

■特定建築物 耐震 率＝100％ 住宅 耐震 率＝95％ 和 7  
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水巻 施策 体系 骨子  

建築物 用途  現状  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 計 骨子 

 1 耐震 基 方針 

   住宅 建築物 耐震 い 所有者等 自 問題 地域 問題 いう意識 持

組 必要 あ そ 所有者等 心 耐震診断 耐震改修

等 組 う 環境整備や支援施策 講  

   目標 成 向け 耐震 基 方針 示  

 

 

 

 

 2 施策 体系    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震 強い 全 心 水巻 く 実現 

耐震 課題 

防災 重要 建築物 耐震  

意識啓発 知識 普及 

耐震 向け 環境整備 

建築物全般 全対策 

耐震 目標 

目

標 

住宅 

特定建築物 

54.1％ 

96.4％ 

95％ 

100％ 

耐震改修 進計  

目標 成 基 方針 

建築物 所有者自 耐震

基  

水巻 福岡県 連携 耐震 進

環境整備や支援施策 実施 

公共建築物 耐震  

住宅 耐震  

民間特定建築物 耐震  

耐震改修 進 向け 効果的 普及啓発 

耐震改修 進 資 そ 他 施策 

計 実現 向け  

関 主体 役割 担 

計 進行管理 

住宅 建築物 所有者自 耐震 基  

耐震 進 環境整備 適 指 行う 

地地震震 強強いい 全全 心心 水水巻巻 くく 建建築築物物 耐耐震震 推推進進   
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3. 施策 概要 

  3-1. 公共建築物 耐震  

    組 方針  

     公共建築物 耐震 優先性 考慮 効果的 耐震 推進 

     有建築物 計 的 耐震 推進 

    組 概要              具体的 施策  

 

 

 

 

 

 

 

    具体的 施策  

  1 重点的 計 的 耐震 推進 

  1 公共建築物 耐震 考え方 

    多数 者 利用 ケ 多い公共建築物 倒壊 被害 甚大

懸念 災害時 対策 い 重要 役割 果 必要 あ

重点的 耐震 図  

 

  2 公共建築物 避難所 耐震 進 

    公共建築物 い 災害時 防災拠点 機能や災害弱者や不特定多数 者

利用 あ 特 避難所 指定 い 建築物 非構造部 落 対策 含

耐震 推進  

 

  3 防災拠点建築物 指定 計 的 耐震 推進 

    福岡県耐震改修 進計 水巻 障害者福祉センタ 防災拠点建築物 指

定 計 的 耐震 推進  

 

  4 補 制 等 活用 計 的 耐震 推進 

    公共建築物 い 住民 災害 大地震 発生 場合 救

等 拠点機能 果 必要 あ 十 全性確保 求 住宅

建築物耐震改修事業 や 公共施設等耐震 事業 等 補 制 等 活用

計 的 耐震 進 いく  

 

 

 

 

公共建築物 耐震  1 重点的 計 的 耐震 推進 

  公共建築物 災害時 活動拠点 有効 機能 重要 あ 行政 ビ

的 提供 必要 施設 あ 水巻 公共建築物 被害 け 場合 社会的影

響及び建築物 立地 地域的条件 考慮 民 生命 保護 最優先 考え 公共建築物 計 的 耐

震 推進  
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 3-2. 非構造部 耐震化 

   東日本大震災 多く 大規模空間 天井落下 被害 あ た 特 体育館 天井 落

下 被害 多く 非構造部 耐震化 推進 緊急 課題 た  

   水巻 特定天井を有 体育館や公民館 あ たた 早急 改修工事を実施 た  

  体育館 天井 原則撤去 公民館 大 い 音響 問題 あ た 落下防

止対策を 計 工事 完了 た  

   特定天井 ※注-1 を有 体育館 猪熊 学校体育館 水巻中学校体育館 水巻南中

学校体育館 あ 公民館 い 中央公民館 大 対象 い 施設

緊急時 避難所 指定 い た 早急 実施 た  

   中学校体育館非構造部 耐震化 い 成 26 度 実施設計を行い 成 27

度 工事を実施 完了 た  

   中央公民館 大 い 成 26 度 現況調査 成 27 度 実施設計を行

い 成 28 度 落下防止工事を実施 完了 た  

   後 窓ガ 飛散防止対策や外壁 落下対策等 非構造部 耐震対策を 老朽化

対策改修工事 併 実施 必要 あ  

 

  ※注-1 特定天井 吊天井 人 日常立ち入 場所 設け い 高 6

を超え 天井 部 ､そ 水 投影面積 200 ㎡を超え を含

み､天井面構成部 質量  2kg/㎡を超え ｡ 
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 3-3. 民間特定建築物 耐震化 

   第 2 章－3－ 2 P18 示 た 水巻 い 民間特定建築物 耐震化率 現

在 96.3％ 高い耐震化率 い 近 少子高齢化 伴い 水巻 民間

医療施設 民間社会福祉施設 相次い 建設 た 昭和 56 以前 民間特定

建築物 わ 1 施設 あ  

   市 建物所有者へ 指 等 権限 いた 以下 福岡県 民間特定建築物

施策を示 県 連携 積極的 協力を 耐震化を図  

 

  福岡県 民間特定建築物耐震化 施策  

  1. 民間特定建築物 耐震化 進 

   耐震改修 進法等 基 所管行政庁 指 等を行い 耐震化を 進  

  2. 特殊建築物定期報告制度 活用 

   所有者等 3 報告 特殊建築物定期報告制度を活用 耐震化を 進

 

  3. 防災拠点建築物等 耐震化 進 

   広域的 観点 防災拠点建築物や緊急輸送道路沿道 指定建築物 対 法

指 等を行い 耐震化を 進  

 

3-4. 住宅 耐震化 

  1 福岡県 耐震診断等へ 支援 紹  

     ◇福岡県 昭和 56 以前 建築 た木造戸建住宅を対象 耐震診断ア バ

イザ－を派遣 耐震改修 支援を行 い 制度を水巻 －

や広報誌等を活用 紹  

 

福岡県耐震診断ア バイザ－派遣制度  

○ 対象：福岡県 原則昭和 56 以前 建築 た木造戸建 住宅 

○ 窓口： 福岡県建築住宅センタ－ 受付 

○ 派遣：必要 応 耐震診断ア バイザ－を派遣 現地調査実施 

○ 費用：1 件あた 3,000 個人 担 

 

  2 木造戸建 住宅 耐震補強工事へ 補助制度 創設 

     ◇水巻 住宅 木造戸建 住宅 耐震補強工事 い 耐震診断 結果 補強

必要 戸建 住宅 い 補強工事費 補助を行 い フォ－ 時 補強工

事を行う 効率的 あ た 相談時 耐震改修 併 行う う要請  

 

  3 福岡県や関 機関 相談ネッ ワ－ク 充実 強化 

     ◇耐震改修を行 う 方 適 情報を得 充実 た相談体制を

図 具体的 相談窓口 設置 福岡県建築指 課や 福岡県建築住宅セ

ンタ－ 連携を図 等 迅 適 情報を提供  
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3-5. 耐震改修 進 向け 効果的 普及啓発 

 1 防災意識 アッ  

     防災教育 多様 活動 講習会 出前講 等 実施 民 防

災意識 高揚 図  

 

 2 耐震改修 進 関 情報 提供 

     水巻 － － 広報 確 有益 情報提供  

福岡県建築指 課や 福岡県建築住宅センタ－ 各関 機関 連携強

情報提供 充実 図  

 

   3 研修等へ 参加 耐震改修 資 人 育成 

      福岡県建設技術情報センタ－ 耐震改修 関 研修会等 積極的 参加

耐震改修事業 携わ 技術者 育成 図  

 

3-6. 耐震改修 進 資 そ 他 施策 

   1 建築物 総合的 全対策 

路沿い 危険 ロック塀 通行人 民 全 観点 撤

去 改修 進 う 除去等 補 事業 成 30 実施

い 補 対象 路 い 紙 示  

 

   2 総合的 地震防災対策 

      防災担当部局等 連携 図 建築物 敷地 崩壊や延焼等 防 向 

       け 総合的 地震防災対策 講  

地震被害 広域 及ぶ場合 福岡県や 九州市 近隣市 連携 図

 

応急危険 定 必要 場合 連絡協議会へ 応援要請 常日頃

相互協力体制 確立 く  
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3-7. 関 主体 役割 担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-8. 計 進行管理 

 

 耐震 目標 成 向け 計 進行管理 重要 あ 民間特定建築物や住宅 い

固定資産税台帳 定期的 調査 現状 把握 目標 耐震 率 成 い

確  

 住宅 い 木造戸建 住宅 耐震補強工事へ 補 制 実施状況 調査 耐震性

あ 棟数 把握  

 進行管理 合わ 適宜計 見直 行う  

   国 

○基 方針 設定 

○総括的 支援 

○情報提供 

  福岡県 

○耐震改修 進計 策定 ○市 県民 組 へ 支援 

○情報提供 普及 啓発 ○相談窓口 ○人 育成 

○耐震改修 進計 定 

○法 基 く指 言 指示等 

  水巻  

○耐震改修 進計 策定 

○住民 組 へ 支援 

○情報提供 普及 啓発  

○相談窓口  

関 団体 建築士会 建築士事務所 

協会 UR 等  

○所有者へ 言 

○情報提供 普及 啓発  

○講習会 開催 ○仮住居 提供 

   住民 

建築物所有者  
地震防災対策 自

問題 地域 問題 い

意識 主体的

地震 対 全性

確保 そ

向 図 う

 

 

○耐震診断 改修 実施 



水巻町耐震改修促進計画 別紙  

 
 
耐震改修促進計画 定めるブロック塀等安全確保 関する補助事業 対象と る道路  
 

通学路 避難経路 ほ 町⻑ 災害時 安全や通⾏を確保する必要 あると認める⼀般 
 
交通 用 供する道 とする  


